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Press Release 

 
平成 30 年 3 月高校新卒者の求人・求職状況について(平成 29 年 7 月末現在） 

～平成 29 年 7 月末の求人数は 13,494 人で対前年比 16．6％の増、 
求人倍率は 1．94 倍となり（平成 9 年 3 月卒以降※）過去最高となりました。～ 

 
 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※調査開始は平成 9年 3月卒より 

１．高校新卒者の求人・求職状況の概況 
  【表－1】                                             

 平成 29 年 7 月末 平成 28 年 7 月末 前年同期比 前年同期差 

①求 人 数（人） 13,494 11,568 16.6％ 1,926 

②求職者数（人） 6,950 6,911 0.6％ 39 

③求人倍率（倍） 1.94 1.67 －     0.27 

※②求職者数は「学校又は安定所の紹介を希望する者」の数を計上 
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●求人数は 13,494 人で、前年同期（11,568 人）に比べ 1,926 人（前年同期比 16.6％）増加しました。 

・産業別で見ると、製造業が 5,872 人で全体の 43.5％、次いで医療・福祉が 1.487 人で全体の 11.0％、

卸・小売業が 1,374 人で全体の 10.2％、建設業が 1,319 人で全体の 9.8％となっています。 

・増加した主な産業は、製造業で 1,065 人（前年同期比 22.2％）、卸売業・小売業で 221 人（同 19.2％）、

建設業で 381 人（同 40.6％）、運輸業、郵便業で 206 人（同 38.6 ％）それぞれ増加しました。【表

－2】 

・規模別では 100 人～299 人以下事業所が 3,433 人で 700 人（前年同期比 25.6％）、29 人以下事業

所が 3,196 人で 563 人（同 21.4％）、30 人～99 人事業所が 3,957 人で 277 人（同 7.5％）それぞれ

増加しました。【表－3】 

●求職者数は 6,950 人で、前年同期（6,911 人）に比べ 39 人（0.6％）増加しました。 

●求人倍率は 1.94 倍で、前年同期（1.67 倍）に比べ 0.27 ポイント上回りました。 

静岡労働局 

求人数・求職者数・求人倍率の推移（各年 7月末） 
図－1 
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２．平成 30 年 3 月高校新卒者の求人状況 

【表－2】 産業別求人数 

業 種 平成29年7月末 構  成  比 平成28年7月末 前年同月比 前年同月差 

合 計 13,494 100.0% 11,568 16.9% 1,926 

建 設 業 1,319 9.8% 938 40.6% 381 

製 業 5,872 43.5% 4,807 22.2% 1,065 

運 輸 業 ・ 郵 便 業 740 5.5% 534 38.6% 206 

卸 売 業 ・ 小 売 業 1,374 10.2% 1,153 19.2% 221 

宿 泊 業 ・ 飲 食 サ ー ビ ス 業 847 6.3% 1,024 ▲ 17.3% ▲ 177 

生活関連サービス業・娯楽業 667 4.9% 595 12.1% 72 

医 療 ・ 福 祉 1,487 11.0% 1,458 2.0% 29 

サービス業（他に分類されないもの） 551 4.1% 469 5.9% 82 

上 記 以 外 の 産 業 637 4.7% 590 8.0% 47 

 

図－2 産業別高卒求人数の前年同期との比較 
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【表－3】 事業所規模別求人数 

＊構成比については、小数点第 2位を四捨五入のため、合計が 100％とならない場合があります。 

従 業 員 規 模 平成29年7月末 構 成 比 平成28年7月末 前年同月比 前年同月差 

合 計 13,494 100.0% 11,568 16.6% 1,926 

2 9 人 以 下 3,196 23.7% 2,633 21.4% 563 

3 0 ～ 9 9 人 3,957 29.3% 3,680 7.5% 277 

1 0 0 ～ 2 9 9 人 3,433 25.4% 2,733 25.6% 700 

3 0 0 ～ 4 9 9 人 865 6.4% 787 9.9% 78 

5 0 0 ～ 9 9 9 人 991 7.3% 790 25.4% 201 

1 0 0 0 人 以 上 1,052 7.8% 945 11.3% 107 

単位：人 

単位：人 
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３．静岡労働局・ハローワークの取り組み 

 

 

 

 

 

４．静岡県高等学校卒業予定者の就職に関する申し合わせについて 

  
 
 
 
 
 
 
 
【参考】 【新規高等学校卒業予定者に係る採用までの流れ】 

 
６月１日以降 

高卒求人 

受付開始 

７月１日以降 

求人票返戻 

求人票公開 

９月５日以降 

推薦開始 

９月16日以降 

選考開始 

採用内定 

卒業後 

就業開始 

静岡労働局・ハローワークでは採用選考スケジュールや、生徒の適性・能力に基準をおいた公正な採用選考

を行うこと、安易な「募集の中止、削減」や「内定取消し」を行わないこと等について、事業所に対して指導

を行っていきます。 

公立高等学校・私立高等学校・経済団体及び行政関係者で構成する「静岡県高等学校就職問題連絡協議

会」では平成 29 年 4月 25 日に静岡県高等学校卒業予定者の応募・推薦に関する取扱い等について申し合

わせを行いました。 

（1）10 月 31 日までは、一人 1社制とする。 

（2）11 月  1 日以降は、一人 3社までの応募を可能とする。 



【表－4】

平成30年3月 高校新卒者の安定所別求人・求職・就職決定状況 平成29年7月 末現在

求人数
（人）

前年同期
比（％）

求職者数
（人）

前年同期
比（％）

求人倍率
（倍）

前年同期
比（Ｐ）

就職内定
者数（人）

前年同期
比（％）

就職内定
率   （％）

前年同期
比（Ｐ）

13,494 16.6 6,950 0.6 1.94 0.27 - - － －

(11,568) (6,911) (1.67) - －

139 39.0 87 ▲ 6.5 1.60 0.52 - - - -

(100) (93) (1.08) - -

876 23.4 316 ▲ 0.9 2.77 0.54 - - － -

(710) (319) (2.23) - －

1,542 15.9 1,041 ▲ 4.8 1.48 0.26 - - － -

(1,331) (1,093) (1.22) - －

931 21.4 299 0.3 3.11 0.54 - - － -

(767) (298) (2.57) - －

662 11.4 318 29.3 2.08 ▲ 0.33 - - － -

(594) (246) (2.41) - －

4,150 18.5 2,061 0.6 2.01 0.30 - - － -

(3,502) (2,049) (1.71) - －

872 22.3 164 ▲ 12.8 5.32 1.53 - - － -

(713) (188) (3.79) - －

1,617 25.0 749 ▲ 0.7 2.16 0.44 - - － -

(1,294) (754) (1.72) - －

981 15.0 489 0.4 2.01 0.26 - - － -

(853) (487) (1.75) - －

646 12.2 644 20.4 1.00 ▲ 0.08 - - － -

(576) (535) (1.08) - －

4,116 19.8 2,046 4.2 2.01 0.26 - - － -

(3,436) (1,964) (1.75) - －

840 43.8 455 ▲ 1.3 1.85 0.58 - - － -

(584) (461) (1.27) - －

1,012 32.3 420 ▲ 4.5 2.41 0.67 - - － -

(765) (440) (1.74) - －

3,376 2.9 1,968 ▲ 1.5 1.72 0.08 - - － -

(3,281) (1,997) (1.64) - －

5,228 12.9 2,843 ▲ 1.9 1.84 0.24 - - － -

(4,630) (2,898) (1.60) - －

注１ （　）内は前年同期の状況

２ 求職者数は「学校又は安定所の紹介を希望する者」の数を計上。
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平成29年7月末 現在

（単位：人、前年増減率は％）

前年同期 前年同期

増減率 増減差

76 0.6% 65 16.9 11

4 0.0% 3 33.3 1

1,319 9.8% 938 40.6 381

5,872 43.5% 4,807 22.2 1,065

(09)食料品製造業 725 - 658 10.2 67

(10)飲料・たばこ・飼料製造業 77 - 61 26.2 16

(11)繊維工業 76 - 71 7.0 5

(12)木材・木製品製造業 60 - 86 ▲ 30.2 ▲ 26

(13)家具・装備品製造業 32 - 33 ▲ 3.0 ▲ 1

(14)パルプ・紙・紙加工品製造業 415 - 320 29.7 95

(15)印刷・同関連業 69 - 64 7.8 5

(16)化学工業 182 - 130 40.0 52

(17)石油製品・石炭製品製造業 0 - 0 － 0

(18)プラスチック製品製造業 353 - 270 30.7 83

(19)ゴム製品製造業 43 - 76 ▲ 43.4 ▲ 33

(21)窯業・土石製品製造業 39 - 29 34.5 10

(22)鉄鋼業 58 - 47 23.4 11

(23)非鉄金属製造業 124 - 98 26.5 26

(24)金属製品製造業 344 - 263 30.8 81

(25)はん用機械器具製造業 417 - 367 13.6 50

(26)生産用機械器具製造業 298 - 173 72.3 125

(27)業務用機械器具製造業 188 - 132 42.4 56

(28)電子部品・デバイス・電子回路製造業 133 - 110 20.9 23

(29)電気機械器具製造業 513 - 427 20.1 86

(30)情報通信機械器具製造業 36 - 37 ▲ 2.7 ▲ 1

(31)輸送用機械器具製造業 1,562 - 1,244 25.6 318

(20,32) その他の製造業 128 - 111 15.3 17

44 0.3% 41 7.3 3

40 0.3% 46 ▲ 13.0 ▲ 6

740 5.5% 534 38.6 206

1,374 10.2% 1,153 19.2 221

 (50～55) 卸売業 504 - 343 46.9 161

 (56～61) 小売業 870 - 810 7.4 60

41 0.3% 39 5.1 2

125 0.9% 122 2.5 3

164 1.2% 148 10.8 16

847 6.3% 1,024 ▲ 17.3 ▲ 177

 (75) 宿泊業 491 - 371 32.3 120

 (76) 飲食店 356 - 653 ▲ 45.5 ▲ 297

667 4.9% 595 12.1 72

25 0.2% 26 ▲ 3.8 ▲ 1

1,487 11.0% 1,458 2.0 29

89 0.7% 100 ▲ 11.0 ▲ 11

551 4.1% 469 17.5 82

29 0.2% 0 － 29

13,494 100% 11,568 16.6 1,926

889 6.6% 732 21.4 157

1,119 8.3% 931 20.2 188

839 6.2% 801 4.7 38

2,865 21.2% 2,952 ▲ 2.9 ▲ 87

7,646 56.7% 6,030 26.8 1,616

（49～64）生産工程の職業 5,979 - 4,841 23.5 1,138

（65～68）輸送の職業 224 - 175 28.0 49

（69,72）定置・建設機械運転、電気工事の職業 312 - 261 19.5 51

（70,71,73～78）建設・採掘・運搬等の職業 1,131 - 753 50.2 378

136 1.0% 122 11.5 14

13,494 100% 11,568 16.6 1,926

3,196 23.7% 2,633 21.4 563

3,957 29.3% 3,680 7.5 277

3,433 25.4% 2,733 25.6 700

865 6.4% 787 9.9 78

991 7.3% 790 25.4 201

1,052 7.8% 945 11.3 107

13,494 100% 11,568 16.6 1,926

　※　構成比については、小数点第2位を四捨五入のため、合計が100%にならない場合があります。

合     計

規
模
別

30～99人

100～299人

300～499人

29人以下

1,000人以上

 Ｌ  学術研究、専門・技術サービス業(71～74)

 N  生活関連サービス業、娯楽業(78～80)

H,I,J,K　生産工程、輸送・機械運転、建設、運搬等の職業

 M  宿泊業、飲食サービス業(75～77)

 Q  複合サービス事業(86～87)

平成28年
7月末

 Ｈ  運輸業、郵便業(42～49)

 O  教育、学習支援業(81,82)

 R  サービス業(他に分類されないもの)(88～96)

 P  医療、福祉(83～85)

合     計

A,B　専門・技術・管理 (01～24)

500～999人

 S．T   公務（他に分類されるものを除く）、その他(97～99)

D　販売 (32～34)

C　事務 (25～31)

上記以外の職業（43～48）

 Ｇ  情報通信業(37～41)

E　サービス (34～39)

　Ｉ  卸売業、小売業(50～61)

産

業

別

 A．B．  農、林、漁業(01～04)

 C  鉱業、採石業、砂利採取業(05)

 Ｋ  不動産業、物品賃貸業(68～70)

合     計

職

業

別

 J  金融業、保険業(62～67)

平成30年3月 高校新卒者　産業・職業・規模別・求人状況

構成比
（平成29年度）

 E  製造業(09～32）

 Ｆ  電気・ガス・熱供給・水道業(33～36)

 D  建設業(06～08)

平成29年
7月末

【表－5】
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